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評価・
分析

成
果

「身近に地域活動の場所があると思う区民の割合」は、年度により増減している。今後と
も、自治町会会館建設助成や修繕助成などを積極的に取り組み、身近に地域活動が行え
る拠点づくりに努める。
　また、地域コミュニティ施設は、平成２０年度に実施した地域コミュニティ施設として再編と
施設予約システムの導入も定着し、利用者登録数及び施設利用率も増加している。

コ
ス
ト

地域コミュニティ施設管理運営では、経済危機対策臨時補助事業費３２，９５９千円を活用
し、平成２１年度から平成２３年度を計画期間とする、地域コミュニティ施設バリアフリー化
事業のトイレ洋式化を大幅に進めることができ、利便性の向上に繋がった。

成果向上
のための
取組方針

　高齢者や障害をもつ人が利用しやすい施設とするため、平成２１年度から自治町会会館
のバリアフリー化修繕に対しての補助を開始した。
　また、地域コミュニティ施設については、平成２１年度から平成２３年度を計画期間とする
バリアフリー化事業を進めるとともに、良好な維持管理に努め利用者の利便性を高めてい
く。
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２２年度

1

身近に地域活動の場
所があると思う区民
の割合（マーケティン
グ調査)

％
政策・施策マーケ
ティング調査
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施策意図 地域住民及び地域活動団体の活動拠点が身近な場所にある。

現状と課題

　地域での集会施設や活動拠点ともなる自治町会会館の建設に対し、その支援や助成を行
い、地域活動の振興に資することとしており、現在、延べ６０の自治町会に助成を行った。（会
館保有は７５自治町会）
　平成２０年度には、地区センター、集会所、社会教育館、敬老館について、利用目的や利用
年齢等の制限をはずし、地域コミュニティ施設として再編するとともに、７月には「施設予約シス
テム」を導入し、施設予約の利便性の向上を図った。
　７２施設のうち４０施設が築後２５年を過ぎ老朽化が進んでいる。今後は、建物及び設備の適
切な修繕を行い、良好な維持管理に努めていく必要がある。

指標根拠 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度

平成２２年度 施策評価表

施策名 地域活動拠点
担当部 地域振興部

担当課 地域振興課





47.20 46.00 47.00

－ － －

32 35 36

－ － －

41.20 43.90 44.00

1,484,390 1,673,984 1,700,000

指標名（単位）
２０

実績

A

取組
内容

21,898

増減額

 ２１実績

43,992

-416

地域振興部担当部

地域振興課担当課

施策内
割合(%)

事務事業コスト（千円）

1,220,511

成果指標

２１
実績

２２
目標

自治町会会館整
備費助成

会館保有率（％）＝
会館保有自治町会／
３００世帯以上の自
治町会×１００

利用率（％）＝年間
利用件数／年間利用
可能件数×１００

－

地域コミュニティ
施設管理運営

自治町会不動産
登記費助成

無

無

－

年間利用者数
（人）

-22,094

1.79

1

67,983

854 438

98.17

0.04

平成２２年度 施策別事務事業一覧表

職員が
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根拠法
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効率性
の分析

1

施策名

事務事業名

施策トータルコスト
（千円）

地域活動拠点

２０実績

不動産登記自治町
会数（累計）（団体）

－ B

1,130,192 1,198,175

B

無
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平成２２年度 施策評価表

施策名 地域活動の支援
担当部 地域振興部

担当課 地域振興課

施策意図 地域活動が積極的に行われている。

現状と課題

　安全、安心なまちや暮らしやすいまちとするためには、そこに住む地域住民による様々な自
発的な自治活動や相互協力が不可欠である。
　こうした地域活動を側面から支援するため、各地域に地区センター長を置き、地域活動の活
性化に資するとともに、地域と行政との連携や調整、自治町会助成や地区まつり助成などの支
援を行い、地域の活力向上に努めてきた。
　しかし、一方では、地域活動を推進するリーダーの固定化や近隣関係の希薄化などの問題
もある。今後とも、自治町会活動の活性化を図るため、様々な支援や協働を進めていく必要が
ある。

成果指標 指標根拠 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度

1
地域活動に参加
している区民の割
合

％
政策・施策マーケ
ティング調査

18.4 19.2 24.0 25.0 25.0

16.6 23.4 19.6 17.3
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－ － － －

評価・
分析

成
果

マーケティング調査「地域活動に参加している区民の割合」は、毎年、増減はあるが、ほぼ
横ばい傾向である。
　地域活動への参加意識を高めるため、地域住民によるまちづくりやふれあいなどの、
様々な地域活動を支援し、地域と行政との協働により、地域の活性化を図っていく必要が
ある。

コ
ス
ト

施策は着実な成果をあげており、トータルコストは、ほぼ横ばいに推移しているが、施策の
成果をより向上させるための、地域活動を担う人づくりが求められている。

成果向上
のための
取組方針

　地域の課題解決のためには、地域との連携が不可欠であり、今後も地域活動の活性化
のため、ボランティア保険や自治町会世帯助成、地区まつり助成、地区ニュースの発行な
ど様々な側面支援を積極的に進める。
　また、 飾区町会連合会及び生涯学習課と連携し、地域活性化・人づくり事例の収集、
区民大学受講生を自治町会イベントへの参加事業の試行を行い、自治町会での地域活
動・人づくりの支援を行う。
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B

－
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地域振興部担当部

地域振興課

B

5.23

-1,363

B

取組
内容

2,591

240

B

11,812

1.15

施策内
割合(%)

２２
目標

２０実績
指標名（単位）

施策トータルコスト
（千円）

事務事業名
成果指標

２１
実績 増減額

 ２１実績

ボランティア
保険

ボランティア保険に加入し
た団体数（団体）(より多く
の団体が安心してボラン
ティア活動ができることを
表す指標)　目標：22年度
で900団体。

身近に地域活動の場所
があるか（政策・施策マー
ケティング調査）（％）

２０
実績

－

地区セン
ターまつり
等支援

実施地区率（％）＝実
施地区数／対象地区
数（１９地区）

－

助成基数（累計）
（基）

助成自治町会数（累
計）（団体）

－

11,369

地域活動の
支援・協働
の推進 -2,272

参加者数（総計）（人）

65,944

1,524

447

自治町会掲
示板設置費
助成

まちづくり懇
談会

実施地区率（％）＝実
施地区数／対象地区
数（１９地区）×１００

-521

4,776

主な活動回数（地区
センターまつり等）
（回）

1.55

組織化率（％）＝組織
化地区数／対象地区
数×１００

地区ニュー
ス発行

106,904 104,632

-205

-1,150

無

無
－

2,351

－

－4,655 3,505

B

46.37

自治町会世
帯助成

－

地区まつり
助成
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令

効率性
の分析

－

発行率（％）＝発行地
区数／発行対象地区
数（１９地区）×１００

－

担当課225,653

事務事業コスト（千円）

13,175

無

開催地区率（％）＝開
催地区数／対象地区
数（１９地区）×１００

－

無

29.33

244

19,648 21,172

地域活動参加率（％）
＝最近１年間に地域活
動に参加したことがあ
りますか（政策・施策
マーケティング調査）

－

施策名

無

無

無

地域活動の支援

まちかど勉
強会

無

無

10,848
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成果向上
のための
取組方針

今後も、市民活動支援センターにおいて、各種支援事業のほかNPO法人の設立や運営な
どに関する相談や講座等の開催を通して、市民活動の活性化を図る。
市民活動支援センターは、NPOやボランティア団体等の取組みが区民のために有意義に
発揮されるよう、市民活動に関する相談・支援を行う拠点として、平成22年度以降も指定管
理者により事業展開や施設運営を行っていく。
また、市民活動の支援として、区と市民活動団体との協働事業提案制度を継続して実施
し、公私協働の仕組みづくりに努める。

評価・
分析

成
果

成果指標１の「区内のNPO法人数」は年々増加し、目標値を上回るか目標値に近い数の
団体数になっている。一方、「市民活動に参加している区民の割合」は、平成19年度から伸
びが見られない。今後とも、区民への啓発活動や事業の推進に取り組んでいく。

コ
ス
ト

「市民活動団体協働事業」のトータルコストは、その提案の内容や規模等により経費が上
下するため、年度により差異が生じる。また、「市民活動団体支援事業」及び「市民活動支
援センター」については、指定管理者制度を導入しており、トータルコストはほぼ同額で推
移している。

－ － － －

－ － － －

9.90 8.60 8.60 7.50

－

2
市民活動に参加し
ている区民の割合

％

政策・施策マーケティ
ング調査（市民活動
に参加している区民
の割合が高ければ区
民自らの意欲や能力
が地域の中で活かさ
れいる）

3 － － －

69 77 85 88

7.40 8.30 9.10 10.00 10.50

２２年度

1

区内のNPO法人
数（国または都の
認証を受けた
NPOの数）

団体

区内のNPO法人数が
増加すれば新たな区
民ニーズや課題に向
けきめ細やかなサー
ビスに寄与している

46 51 55 89 93

成果指標 指標根拠 １８年度 １９年度

施策意図 市民活動団体との協働により、区民にきめ細やかなサービスが提供できている。

現状と課題
自らの意欲や能力を社会や地域の中で活かすことを目指し、様々な市民活動団体が
生まれている。新たな区民ニーズや課題に向け、従来の地域活動団体に加え、これ
らの団体とも協働していく必要があり、市民活動団体の支援、育成に努めていく。

２０年度 ２１年度

平成２２年度 施策評価表

施策名 市民活動の支援
担当部 地域振興部

担当課 地域振興課





8 3 5

93.80 96.50 75.00

85 88 93

8.60 7.50 10.00

1,786 2,265 1,560

57,393 69,710 62,400 A

50.57

29.54

-849 B

32,590 33,678 2

20,520 2

13,248

-945

19.89

地域振興課

２０実績  ２１実績

事務事業コスト（千円）

B

取組
内容

増減額
施策内
割合(%)

事務事業名
成果指標

年間利用者数　（人）

市民活動支援セン
ター等維持管理

年間団体利用件数
（件）

14,193

19,671

1,088

市民活動団体協働事
業

協働事業の年間実
施事業数　(回）

協働事業利用者アン
ケートで「満足」/回収
数×100　（％）

２１
実績

市民活動団体支援事
業

区内のNPO法人数(国
または都の認証を受け
たNPOの数)　（団体）

市民活動に参加してい
る区民の割合(政策･施
策マーケティング調査)
（％）

無

担当課

指標名（単位）
２０

実績

平成２２年度 施策別事務事業一覧表
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根拠法

令

効率性
の分析

2

66,597

無

２２
目標

施策トータルコスト
（千円）

地域振興部担当部

施策名

無

市民活動の支援


